
 

令和７年度補正予算埼玉県民間事業者ＣＯ２排出削減設備導入補助金（緊急対策枠）交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 県は、事業活動における地球温暖化対策を促進し、同時にエネルギー価格が高騰する中、

持続可能な成長が続けられるよう脱炭素社会に向けた省エネ、再エネ設備投資を促進するため、

民間事業者が行うＣＯ２排出削減に資する設備等の導入に対し、緊急対策枠を設置し予算の範囲

内において補助金を交付する。 

２ 前項の補助金の交付に関しては、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30

年法律第179号）及び補助金等の交付手続等に関する規則（昭和40年埼玉県規則第15号。以下

「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱に定めるところによる。 

 

（定義） 

第２条 この要綱における用語の定義は、次の各号に掲げるとおりとする。 

一 民間事業者：埼玉県内で事業活動を営んでいる法人及び個人事業主。ただし、会社にあって

は、中小企業者（中小企業基本法（昭和38年法律第154号）第２条第１項の各号のいずれかに

該当するもの）に限る 

二 ＣＯ２排出削減設備導入事業（緊急対策枠）：省エネルギー設備等の設備整備事業 

三 リース事業者：リース契約の契約に基づき、ＣＯ２排出削減設備の貸付又は販売を行う者 

四 リース契約：ＣＯ２排出削減設備の所有者である貸主が、当該設備の借主に対し、当事者間

で合意した期間にわたり当該設備を使用収益する権利を与え、借主は、当事者間で合意した当

該設備の使用料を貸主に支払う契約 

 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次に掲げるすべての要件

を満たす民間事業者（契約により共同して本事業を実施するリース事業者を含む。）とする。 

一 埼玉県内に所在する事業所において、一年以上継続して事業を営んでいる、第５条に掲げる

補助対象事業を行う者 

二 法人県民税、法人事業税（個人事業者の場合は、個人県民税及び個人事業税）を滞納してい

ないこと 

三 宗教活動又は政治活動を主たる目的としていないこと 

 四 令和８年度予算による埼玉県民間事業者スマートＣＯ２排出削減設備導入補助金を受給した

者又は受給予定の者でないこと 

２ 前項に規定するリース事業者の要件は、次のとおりとする。 

一 当該補助対象事業の着手の日までに共同事業における、リース契約が締結されていること 

二 前号に定める契約におけるリース料について補助金額に相当する金額が減額されているこ

と 

  なお、当該契約は補助対象経費の増減に伴い見直すものとする 

三 この要綱に定める条件の履行の責務を共同して負うこと 

３ 前２項の規定にかかわらず、次の各号に該当する者は、補助金の交付の対象としない。 

一 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以下この

項において「法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。） 

二 暴力団員（法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。） 

三 暴力団関係者（埼玉県暴力団排除条例（平成23年埼玉県条例第39号）第３条第２項に規定す

る暴力団関係者をいう。） 

四 法人にあっては、代表者又は役員のうちに前２号に規定する暴力団員又は暴力団関係者に該



 

当する者があるもの 

五 その他知事が適当でないと認めた者 

 

（補助対象事業所） 

第４条 補助対象者が所有又は使用する事業所（住居兼事業所の場合は住居部分を除く。）であっ

て、申請時点で稼働期間が１年以上（再生可能エネルギー利用設備を設置する場合は、１か月以

上）の県内に所在する事業所とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号に掲げるものは対象外とする。 

一 性風俗関連特殊営業（風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第

122号。以下この条において「法」という。）第２条第５項に規定する性風俗関連特殊営業を

いう。）の店舗等 

二 接客業務受託営業（法第２条第13項に規定する接客業務受託営業をいう。）の店舗等 

三 その他知事が適当でないと認めた事業所 

 

（補助対象事業） 

第５条 補助対象事業は、補助対象事業所における次に掲げるＣＯ₂排出削減設備導入事業（緊急

対策枠）のうち、次条に規定する補助対象経費が６０万円以上の事業とする。 

一 再生可能エネルギー利用設備の導入 

二 ＣＯ２排出量の少ない燃料等を使用した高効率省エネルギー設備への更新 

三 高効率省エネルギー設備への更新 

四 熱源の分散設置 

 五 その他対策によるＣＯ２削減事業であって知事が認めるもの 

２ 前項第１号の事業における太陽光発電設備の導入は蓄電池の設置を伴うものに限る。 

３ 第１項第２号において更新する設備については、次に掲げるもののいずれかに該当する設備に

限る。 

一 省エネ法（エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律）に

基づいて定められた令和８年３月１日時点以降で有効のエネルギー消費性能等の判断の基準

の達成率１００％以上の設備 

二 経済産業省資源エネルギー庁所管「令和７年度補正予算省エネ・非化石転換補助金（Ⅲ）

ＧＸ設備単位型／設備単位型」、「令和６年度補正予算省エネルギー投資促進支援事業費補助

金（Ⅲ）設備単位型」において補助対象設備として登録・公表されている設備 

三 エネルギー消費効率が一般的な設備と比べて１０％以上向上していると知事が認める設備 

４ 第１項第３号の事業において更新する設備については、１５年以上使用したと認められる設備

の更新かつ前項第１号から３号のいずれかに該当する設備への更新に限る。 

 

（補助対象経費） 

第６条 補助対象経費は、補助対象事業に要する経費のうち、次に掲げるもので、当該事業を行

うために明らかに必要と認められる経費とする。 

一 設備費（設備機器の購入に要する費用をいう。） 

二 工事費（工事に要する費用をいう。） 

２ 補助対象経費のうち、次に掲げるものは補助対象外とする。 

一 導入する設備の能力が既存設備の能力と比べて過剰とみなされるもの、汎用性のあるもの、

予備若しくは将来用のもの又は本事業以外においても使用することを目的としたものに要す

る経費 



 

二 中古設備の導入に係る経費 

三 土地の取得及び賃借（一時的であって補助対象設備工事の請負業者が施工上直接必要な賃

借は除く。）に係る経費 

四 居住用途に係る経費 

３ 補助対象経費の中に補助事業者の自社製品、自社施工に係る調達分、又は関連事業者からの

調達分（施工を含む。）がある場合は、補助金交付の目的に鑑み、利益等排除を行った経費を

補助対象経費とするものとする。 

 

（補助金の額） 

第７条 補助対象者に交付できる第５条第１項のＣＯ２排出削減設備導入事業(緊急対策枠)に係る

補助金の額は、次に規定する額とする。 

一 前条に規定する補助対象経費の額に２分の１を乗じて得た額（１万円未満の端数があるとき

は、これを切り捨てて得た額）と５００万円のうち、いずれか低い額とする。 

 

（補助金の交付の申請） 

第８条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、規則第４条第１項の規

定による補助金交付申請書を知事に提出するものとする。 

２ 前項の補助金交付申請書の様式は、様式第１号のとおりとする。 

３ 前項の補助金交付申請書には、次の各号に掲げる書類を添付しなければならない。 

一 見積書（写し）（原則２者以上）（発行後３か月以内のもの） 

二 導入機器のカタログ等 

三 導入前後の全体配置図 

四 登記事項証明書（個人事業者の場合は営業届出済証明書等）（発行後３か月以内のもの）（民

間事業者及びリース事業者） 

五 納税証明書（法人県民税、法人事業税（個人事業者の場合は個人県民税、個人事業税）（発

行後３か月以内のもの）（民間事業者及びリース事業者） 

六 決算報告書の写し（直近１年分）（民間事業者及びリース事業者） 

七 賃貸借契約書（写し）（対象事業所の所有者でない場合） 

八 リース契約書案（押印不要）及び料金計算書案（リース契約の場合） 

九 高効率設備であることが確認できる資料（設備更新の場合） 

十 既存設備が使用または取得から１５年以上経過していることが分かる資料（設備更新の場合） 

十一 その他知事が必要と認めるもの 

４ リース事業による場合は、当該リース事業者を含めた連名による申請とする。 

５ 知事は、第１項の補助金交付申請書を、別に定める期間内に電子申請により受け付けるものと

し、予算の範囲内で原則として先着順（電子申請システムへの記録日時の順をいう。）で受け付

ける。受け付けた申請額の合計が予算額を超過した日に受け付けた申請については、抽選により

補助金交付申請書を受理する者及び補助金の交付の辞退等があった場合に繰り上げて補助金交

付申請書を受理する者（以下「補欠者」という。）を決定する。 

  また、知事は、必要があると認めるときは、補欠者を補充するための受付を行うことができる

ものとする。 

 

（補助金の交付決定） 

第９条 知事は、前条の規定による補助金交付申請書等を受理したときは、当該申請書等を審査し、

かつ、必要に応じて現地調査等を行い、補助金を交付すべき者と認めたときは、補助金の交付を

決定するものとする。 



 

２ 規則第７条の規定に基づき、補助金の交付をするときは交付決定通知書（様式第２号）により、

不交付のときは不交付決定通知書（様式第３号）により通知するものとする。 

 

（補助事業実施に関する条件） 

第１０条 前条第１項の規定による補助金の交付決定に当たっては、本事業の目的を達成するた

め、次に掲げる条件を付するものとする。 

一 規則第７条の規定に基づき補助金交付の決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）

は、補助事業に関する効果測定その他について知事が必要とする範囲において、県による現

地確認、報告、資料提供その他に協力しなければならない 

二 補助事業者は、第５条第１項で定める補助対象事業の経費に関して、この要綱で定める補助

金以外の一切の補助金又は助成金を受給してはならない 

三 補助事業者は、実績報告書の提出までに、埼玉県環境ＳＤＧｓ取組企業宣言書の提出をしな

ければならない 

 

（契約等） 

第１１条 補助事業者は、補助事業の実施に当たり、売買、請負その他の契約を行う場合は、競争

に付さなければならない。ただし、当該補助事業の運営上、競争に付すことが著しく困難又は不

適当である場合はこの限りでない。 

 

（事業の開始） 

第１２条 補助事業者は、第９条第１項の規定による交付決定通知を受領した日以後、速やかに当

該事業に着手しなければならない。 

 

（補助事業の変更等） 

第１３条 補助事業者が、規則第６条の規定に基づいて知事の付した条件に従い、知事の承認を得

ようとする場合は、様式第４号の変更（廃止）承認申請書及びその他知事が必要と認めるものを

知事に提出しなければならない。 

２ 規則第６条第１項第１号に規定する知事が定める軽微な変更は、次の各号に掲げるとおりとす

る。この場合、様式第５号の事業変更届及びその他知事が必要と認めるものを知事に提出しなけ

ればならない。 

  一 補助対象経費の増減が２０％以内かつ第７条に定める補助金額の増額を伴わないもの 

二 設備内容の変更が交付目的に反せず、かつ大幅な変更でないもの 

３ 申請者及び補助事業者は、第５条第１項各号で定める補助対象事業の経費に関して、この要綱

で定める補助金以外の補助金又は助成金を受給することが決定（交付決定又は採択決定等を含む。

以下、同じ。）したときは、当該補助金等の受給決定の通知日から１４日以内に、様式第４号の

変更（廃止）承認申請書及びその他知事が必要と認めるものを知事に提出して補助事業の廃止を

申請しなければならない。 

 

（変更等の承認） 

第１４条 知事は、前条第１項又は第３項に基づく変更又は廃止の申請があったときは、その内容

を審査し、当該変更等を承認するか否かを決定し、様式第６号により、申請者又は補助事業者に

通知するものとする。 

２ 知事は、前項の承認をする場合において、必要に応じ交付決定の内容を変更し、又は条件を付

することができる。 

 



 

（状況報告等） 

第１５条 知事は、必要があると認めるときは、補助事業者に対し、補助事業の遂行の状況につい

て、補助事業遂行状況報告書（様式第７号）に、次の各号に掲げる書類を添えて報告を求めるこ

とができる。 

一 実施状況報告書（様式第８号） 

二 その他知事が必要と認めるもの 

２ 補助事業者は、別に定める期限までに事業が完了することができないと見込まれるときは、速

やかに遅延報告書（様式第９号）を知事に提出しなければならない。 

３ 補助事業者は、前２項の各報告に対し知事から指示があったときは、その指示に従うものとす

る。 

 

（補助事業の実績報告） 

第１６条 規則第１３条の報告書（以下「実績報告書」という。）の様式は、様式第１０号のとお

りとする。 

２ 実績報告書には、次の各号に掲げる書類を添付しなければならない。 

一 決済証拠書類（施工業者への支払いが確認できるもの） 

二 工事請負契約書又は工事注文請書（写し） 

三 補助事業の実施状況を示す写真 

四 リース契約書及び料金計算書（写し）（リース契約の場合） 

五 振込先口座が確認できる書類 

六 その他知事が必要と認めるもの 

３ 実績報告書の提出時期は、別に定める日までとする。 

 

（補助金交付額の確定） 

第１７条 知事は、前条の報告書の提出を受けた場合において、当該報告書等の書類を審査し、必

要に応じて現地調査等を行い、補助事業の成果が補助金の交付決定の内容及びこれに付した条件

に適合すると認めたときは、交付する補助金の額を確定し、様式第１１号により補助事業者に通

知するものとする。 

２ 補助金の確定額は、第９条に基づく交付決定額と実績報告書における補助対象経費の額に２分

の１を乗じて得た額（１万円未満の端数があるときは、これを切り捨てて得た額）のうち、いず

れか低い額とする。 

 

（補助金の交付） 

第１８条 知事は、交付額を確定したときは、確定した額の補助金を交付するものとする。 

 

（補助金の交付決定の取消） 

第１９条 知事は、補助事業者が、次の各号のいずれかに該当した場合は、補助金の交付を取り消

すことができる。 

一 補助事業者が、不正の手段により補助金の交付を受けたとき 

二 補助事業者が、補助金を他の用途に使用したとき 

三 その他この要綱の規定及び補助金交付の条件に違反する行為があったとき 

 

（補助金の返還） 

第２０条 知事は、次の各号のいずれかに該当した場合は、期限を定めて、その返還を命ずるもの

とする。 



 

一 前条の規定により補助金の交付を取り消した場合において、既に補助金が交付されていると

き 

二 第１７条に基づき確定した交付額を上回る補助金が、既に交付されているとき 

２ 補助事業完了後に補助事業者が第１０条に定める条件に違反する場合には、知事は期限を定め

て、その返還を命ずることができるものとする。 

 

（加算金及び延滞金） 

第２１条 補助事業者は、第１９条第１項の規定に基づく取消により、補助金の返還を命ぜられた

ときは、当該命令に係る補助金の受領の日から納付の日までの日数に応じ、当該補助金の額（そ

の一部を納付した場合におけるその後の期間については、既納額を控除した額）につき年１０．

９５パーセントの割合で計算した加算金を県に納付しなければならない。 

２ 前項の規定により加算金を納付しなければならない場合において、補助事業者の納付した金額

が返還を命ぜられた補助金の額に達するまでは、当該納付金額は、まず当該返還を命ぜられた補

助金に充てられたものとする。 

３ 補助事業者は、補助金の返還を命ぜられ、これを納期日までに納付しなかったときは、納期日

の翌日から納付の日までの日数に応じ、当該未納付額につき年１０．９５パーセントの割合で計

算した延滞金を県に納付しなければならない。 

４ 前項の規定により延滞金を納付しなければならない場合において、返還を命ぜられた補助金の

未納付額の一部が納付されたときは、当該納付の日の翌日以後の期間に係る延滞金の計算の基礎

となるべき未納付額は、当該納付金額を控除した額によるものとする。 

５ 知事は、やむを得ない事情があると認めるときは、補助事業者の申請に基づき、加算金又は延

滞金の全部または一部を免除することができる。 

６ 補助事業者は、前項の申請をしようとする場合には、申請の内容を記載した申請書に当該補助

金の返還を遅延させないためにとった措置及び当該補助金の返還を困難とする理由その他参考

となるべき事項を記載した書類を添えて、知事に提出しなければならない。 

 

（補助金の経理等） 

第２２条 補助事業者は、補助事業の経費についての収支簿を備え、他の経理と明確に区分して補

助事業の収入額及び支出額を記載し、補助金の使途を明らかにしておくとともに、補助金にかか

る経理についてその収支を明確にした証拠書類を整備しておかなければならない。 

２ 補助事業者は、前項の帳簿その他の書類を補助事業が完了した日の属する会計年度の終了後５

年間保存しなければならない。 

 

（財産処分の制限） 

第２３条 規則第１９条第２号に規定するその他知事の定めるもの（処分制限財産）は、補助事業

により取得した設備とする。 

２ 規則第１９条ただし書に規定する知事が定める期間（財産処分制限期間）は、法定耐用年数に

相当する期間とする。 

３ 補助事業者は、規則第１９条の規定に基づき、補助事業により取得した財産の処分について承

認を得ようとするときは、様式第１２号により知事に承認の申請をしなければならない。 

４ 補助事業者は、補助金交付に係る書類を財産処分制限期間中保存しなければならない。 

 

（事業効果の検証） 

第２４条 補助事業者は、知事が補助事業実施の事業効果を検証など必要と認めるときは、前条第

２項に規定する財産処分制限期間において、報告徴収、立入検査その他に協力しなければならな



 

い。 

 

（県等への協力事項） 

第２５条 再生可能エネルギー利用設備を導入する補助事業者は、補助事業により取得した設備の

所有に関する情報について、市町村から県に情報提供の要請があった場合には、県が情報提供を

することを了承するものとする。また、災害時等に、自治体等から設置する設備により創られる

エネルギーを地域住民に提供するよう要請があった場合には、可能な範囲で協力するよう努める

ものとする。 

 

（その他） 

第２６条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、知事が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、令和８年３月２４日から施行する。 

 



様式一覧 

様式第１号 補助金交付申請書（第８条関係）（緊急対策枠） 

様式第２号 交付決定通知書（第９条関係） 

様式第３号 不交付決定通知書（第９条関係） 

様式第４号 変更（廃止）承認申請書（第１３条関係） 

様式第５号 事業変更届（第１３条関係） 

様式第６号 変更（廃止）承認決定通知書（第１４条関係） 

様式第７号 補助事業遂行状況報告書（第１５条関係） 

様式第８号 実施状況報告書（第１５条関係） 

様式第９号 遅延報告書（第１５条関係） 

様式第１０号 実績報告書（第１６条関係）【設備導入事業】（緊急対策枠） 

様式第１１号 補助金交付額確定通知書（第１７条関係） 

様式第１２号 財産処分承認申請書（第２３条関係） 
 


